
議案第１６号 

 

   向日市介護保険条例の一部改正について 

 

 向日市介護保険条例の一部を改正する条例を制定する。 

 よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

  令和３年２月２５日提出 

 

                  向日市長 安 田  守 
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条例第  号 

   向日市介護保険条例の一部を改正する条例 

向日市介護保険条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（保険料率） （保険料率） 

第２条 令和３年度  から令和５年度までの各

年度における保険料率は、当該年度分の保険料

の賦課期日（介護保険法（平成９年法律第１２

３号。以下「法」という。）第１３０条に規定

する賦課期日をいう。以下同じ。）における次

の各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１

号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める

額とする。 

第２条 平成３０年度から令和２年度までの各

年度における保険料率は、当該年度分の保険料

の賦課期日（介護保険法（平成９年法律第１２

３号。以下「法」という。）第１３０条に規定

する賦課期日をいう。以下同じ。）における次

の各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１

号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める

額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３４，９２６円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第１

項第１号に掲げる者 ３２，８２６円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者  

４５，４０４円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者  

４２，６７４円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者  

４８，８９７円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者  

４５，９５７円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者  

６２，８６７円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者  

５９，０８７円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者  

６９，８５２円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者  

６５，６５２円 

(6) 次のいずれかに該当する者  

８０，３３０円 

(6) 次のいずれかに該当する者  

７５，５００円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下「合計所得金額」という。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第

３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項又は

第３６条の規定の適用がある場合には、当

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下「合計所得金額」という。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第

３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項          又は

第３６条の規定の適用がある場合には、当
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該合計所得金額から令第２２条の２第２

項に規定する特別控除額を控除して得た

額とし、当該合計所得金額が０を下回る場

合には、０とする。以下              同

じ。）が１，２５０，００１円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

該合計所得金額から令第２２条の２第２

項に規定する特別控除額を控除して得た

額                                   

      とする。以下この項において同

じ。）が１，２５０，００１円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ   略 イ   略 

(7) 次のいずれかに該当する者  

８７，３１５円 

(7) 次のいずれかに該当する者  

８２，０６５円 

ア及びイ   略 ア及びイ   略 

(8) 次のいずれかに該当する者  

１０８，２７１円 

(8) 次のいずれかに該当する者  

１０１，７６１円 

ア及びイ   略 ア及びイ   略 

(9) 次のいずれかに該当する者  

１２５，７３４円 

(9) 次のいずれかに該当する者  

１１８，１７４円 

ア及びイ   略 ア及びイ   略 

(10) 次のいずれかに該当する者  

１５０，１８２円 

(10) 次のいずれかに該当する者  

１４１，１５２円 

ア及びイ   略 ア及びイ   略 

(11) 次のいずれかに該当する者  

１７４，６３０円 

(11) 次のいずれかに該当する者  

１６４，１３０円 

ア及びイ   略 ア及びイ   略 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者  

１９９，０７９円 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者  

１８７，１０９円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度における保険料率は、

同号の規定にかかわらず、２０，９５６円とす

る。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和２年度     

                     における保険料率は、

同号の規定にかかわらず、１９，６９６円とす

る。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号

被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までの各年度にお

ける保険料率について準用する。この場合にお

いて、前項中「２０，９５６円」とあるのは、

「３４，９２６円」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号

被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和２年度                          にお

ける保険料率について準用する。この場合にお

いて、前項中「１９，６９６円」とあるのは、

「３２，８２６円」と読み替えるものとする。 

４   略 ４   略 

附 則 附 則 



- 3 - 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収

入の減少が見込まれる場合等における保険料

の減免） 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収

入の減少が見込まれる場合等における保険料

の減免） 

第３条 令和２年２月１日から令和３年３月３

１日までの間に納期限（特別徴収の場合にあっ

ては、法第１３５条第６項に規定する特別徴収

対象年金給付の支払日。以下この項において同

じ。）が定められている保険料（第１号被保険

者の資格を取得した日から１４日以内に法第

１２条第１項の規定による届出が行われなか

ったため令和２年２月１日以降に納期限が定

められている保険料であって、当該届出が第１

号被保険者の資格を取得した日から１４日以

内に行われていたならば同年２月１日前に納

期限が定められるべきものを除く。）の減免に

ついては、次の各号のいずれかに該当する者

は、第９条第１項に規定する保険料の減免の要

件を満たすものとして、同項の規定を適用す

る。 

第３条 令和２年２月１日から令和３年３月３

１日までの間に納期限（特別徴収の場合にあっ

ては、法第１３５条第６項に規定する特別徴収

対象年金給付の支払日。以下この項において同

じ。）が定められている保険料（第１号被保険

者の資格を取得した日から１４日以内に法第

１２条第１項の規定による届出が行われなか

ったため令和２年２月１日以降に納期限が定

められている保険料であって、当該届出が第１

号被保険者の資格を取得した日から１４日以

内に行われていたならば同年２月１日前に納

期限が定められるべきものを除く。）の減免に

ついては、次の各号のいずれかに該当する者

は、第９条第１項に規定する保険料の減免の要

件を満たすものとして、同項の規定を適用す

る。 

(1) 新型コロナウイルス感染症（病原体がベ

ータコロナウイルス属のコロナウイルス（令

和２年１月に、中華人民共和国から世界保健

機関に対して、人に伝染する能力を有するこ

とが新たに報告されたものに限る。）である

感染症をいう。次号において同じ。）により、

第１号被保険者の属する世帯の生計を主と

して維持する者が死亡し、又は重篤な傷病を

負ったこと。 

(1) 新型インフルエンザ等対策特別措置法

（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２

第１項に規定する新型コロナウイルス感染

症（次号において「新型コロナウイルス感染

症」という。）                          

                                により、

第１号被保険者の属する世帯の生計を主と

して維持する者が死亡し、又は重篤な傷病を

負ったこと。 

(2)   略 (2)   略 

２   略 ２   略 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率

の算定に関する基準の特例） 

第４条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計

所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係

る所得が含まれている者の令和３年度におけ

る保険料率の算定についての第２条第１項（第

６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１
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０号ア、第１１号ア及び第１２号に係る部分に

限る。）の規定の適用については、同項第６号

ア中「租税特別措置法」とあるのは、「所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項

に規定する給与所得及び同法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得の合計額に

ついては、同法第２８条第２項の規定によって

計算した金額及び同法第３５条第２項第１号

の規定によって計算した金額の合計額から１

００，０００円を控除して得た額（当該額が０

を下回る場合には、０とする。）によるものと

し、租税特別措置法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率

の算定について準用する。この場合において、

同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」

と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料

率の算定について準用する。この場合におい

て、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４

年」と読み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第３条第１項

第１号の改正は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 改正後の向日市介護保険条例第２条の規定は、令和３年度分の保険料から

適用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 


